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平成２２年７月８日 

日本物理学会男女共同参画推進委員会    

 

第3期科学技術基本計画と第2次男女共同参画基本計画に基づく両立支援などの施策により、

女性研究者の活躍の場は少しずつ広がりつつあります。しかしながら、日本の女性研究者比

率は、いまだ13.0%（2009年）に留まり、世界的に見ても極めて少ない状況に変わりはありま

せん。科学技術活動やイノベーション創出の推進においては、人材の多様化、創造的な環境

の整備、少数者にも配慮した公平・透明な意思決定プロセスなどが重要です。従って科学技

術分野においても男女共同参画促進は、女性研究者を増やすという数値だけの問題にとどま

らず、研究目標・重要分野の設定や研究費配分などの意思決定の場への参画を伴うものでな

くてはなりません。このためには、第3期科学技術基本計画と第2次男女共同参画基本計画で

提示された数値目標の着実な推進とともに、リーダーとなる女性研究者育成を進めるための

制度整備が必要です。  

日本物理学会男女共同参画推進委員会は、女性研究者の参画加速の観点から、第4期科学技

術基本計画および第3次男女共同参画基本計画におきまして、優れた人材の発掘・育成・登用

を目的として、以下の具体的な項目が盛り込まれ、国の推進体制の強化が図られますよう、

要望いたします。 

 

１）女性研究者の採用における数値目標設定と実績の公表 

女性研究者の参画加速と意思決定機関への参画推進のためには、産官学のあらゆる分野に

おいて、女性研究者の採用、昇格の促進、意思決定の場への積極的登用が重要です。第3期科

学技術基本計画で掲げられた数値目標(女性の採用割合を自然科学系全体として25% (理学系

20%、工学系15%、農学系30%))の着実な推進を要望いたします。さらに各研究機関・国公私立

大学等においては、短期・中期・長期的な数値目標を設定し、女性研究者の採用や登用の進

捗を定期的に調査・分析・公表すること、また公募に際しては「女性研究者の応募を奨励す

る旨を明記し、女性研究者の応募比率・採択比率を公開すること」を要望いたします。 

 

２）女性研究者の研究室主宰者への登用促進、リーダー育成プログラムの継続と拡充 

これまで、第3期科学技術基本計画と第2次男女共同参画基本計画に基づく施策により、女

性研究者の活動の裾野を広げることには一定の効果が見られつつあります。しかしながら今

後、女性研究者による研究・教育の一層の促進とともに、研究費配分や人材の採用・登用な

どに係る意思決定機関への参画を推進するためには、女性研究者リーダーを育成し、研究室

主宰者(教授、准教授、主任研究員、PI(principal Investigator)等)へ登用することが重要

になります。このためには、若手・中堅女性研究者に、リーダー育成プログラムを提供し、
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さらに上位職へチャレンジできる機会を与えることが必要です。第3期科学技術基本計画の最

後となる平成21年度に開始された施策である「女性研究者養成システム改革加速」プログラ

ムの継続と更なる拡充を要望いたします。 

 

３）次世代女性研究者育成プログラムの推進 

日本では、大学の理工系学部・大学院の女子学生の割合が諸外国に比較して低く、女性研

究者が少ない原因となっています。女子学生の理工系学部への進学率を高めるためには、小・

中・高校生を対象にした実験、講座を含むチャレンジ・キャンペーンとともに、理工系を選

択する上で参考となるロールモデルの提示が必要です。女性研究者・技術者、大学生・大学

院生と女子中高生の間での交流機会の提供に有効である「女子中高生の理系進路選択支援」

事業の継続と推進を要望いたします。 

 

４）研究と出産・育児・介護等の両立支援と、これに係る雇用条件の公開促進 

日進月歩の変化が著しい科学技術分野においては、育児中も研究活動を継続することを強

く望む研究者が少なくありません。また、出産・育児・介護のため中断したキャリアからの

復帰を目指す研究者も多くいます。これら研究者の活躍を促進するために、RPD特別研究員制

度の継続とともに柔軟な雇用形態・人事制度の確立、研究サポート体制の整備など制度の確

立を要望いたします。さらに、各研究機関・大学等においては人事の公募に際して研究者が

出産・育児・介護等のライフイベントに遭遇した場合に、育児休業制度や介護休業制度が利

用できるかどうかを明示することを義務づけるよう要望いたします。 

 

 


